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［意見］ 

１ 意見の要約 

指定解除した場合に、レッドリストの準絶滅危惧種からランクアップし、再び絶滅のおそれの

ある種になることを防ぐ対策を事前に講じるべきであり、これができない場合は指定解除を見

送るべきである。また、環境影響評価の制度の中で、生態系評価の指標としての位置づけを

行うべき。 

２ 意見及び理由 

・指定解除により、再び絶滅のおそれのある種にならないことを示すべきである。 

理由：オオタカの現在のレッドリストのランクである準絶滅危惧は、「現時点での絶滅危険度

は小さいが、生息条件の変化によっては絶滅危惧として上位カテゴリーに移行する要

素を有するもの。」とされている。ルリカケスの場合は、絶滅危惧Ⅱ類からランク外に

なって解除が行われました。オオタカの指定解除もレッドリストのランク外になった

時点での解除について検討すべきである。そうでない場合は、指定解除後の生息地破

壊や密猟等により再びランクアップする可能性が低いことを示すべきである。 

 

・鳥獣保護法の改正により違法捕獲や違法飼養を抑制する対策を事前に行うべきである。 

理由：オオタカが絶滅のおそれのある状態になった原因は、主な生息地である平地林の開発

と密猟によるものである。現在の鳥獣保護法（鳥獣の保護と狩猟の適正化に関する法

律）では、密猟に対する罰則が 1 年以下の懲役または 100 万円以下の罰金となってお

り抑止効果としては不十分である。また、種の保存法では、生きた個体だけでなく「は

く製」などもその譲渡が禁止されているが、鳥獣保護法では、違法に捕獲されたこと

が証明されないとはく製の譲渡を禁止することができない。生きた個体の輸入に関し

ても、輸出証明を発行する制度のない国からの輸入には、適正に輸入されたことを証

明する標識が必要ないという規定のため、外国産と偽って密猟された個体が違法飼育

されている。オオタカの指定解除にあたっては、鳥獣保護法の改正が必要であると考

える。 

・環境影響評価に際して、生態系の指標等、十分に評価される措置を講じるべきである。 

理由：オオタカの生息地である里地里山などの平地林の開発に際して、オオタカは着目種と

して配慮されてきており、環境省でも「猛禽類保護の進め方」を作成している。これ



は、種の保存法に、国内希少種の生息地の所有者、占有者は責務としてその種の保存

に留意しなければならないとの規定があるためである。種の保存法から指定解除され

ると、開発事業者がオオタカの生息について、配慮しなければならない根拠がなくな

ることとなる。環境影響評価の中でオオタカの生息が確認され、計画の変更や保全策

がとられた事例は多数あり、そのことがその地域の自然環境保全に大きく寄与してき

たといえる。指定の解除の際しては「猛禽類保護進め方」を環境影響評価の制度の中

で位置づけを明確にすると共に、生態系の指標としての猛禽類の扱いを明確にすべき

である。 

・地域の生息状況に応じた保護対策を促進すべき 

理由：現在、都道府県版レッドリストでは 34 都道府県で絶滅の恐れ有りとされている。

（http://www.jpnrdb.com/search.php?mode=map&q=02070010106）。一方で、都道

府県条例による希少野生動植物保護でオオタカを対象としているのは京都府のみとさ

れている。（我が国の絶滅のおそれのある野生生物の保全に関する点検会議資料）。国

による指定があることから、あえて都道府県での指定が行われていない可能性が考え

られる。オオタカの個体数が回復したことが指定解除の理由とされているが、中四国、

九州では、繁殖数も依然として少ない状況にあることから、必要に応じて、都道府県

条例の指定による指定を促進すべきである。 

 

以上 


